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平成 30 年９月 28 日 

厚生労働省老健局老人保健課 

 

貴関係諸団体に速やかに送信いただきますよう

よろしくお願いいたします。 

各都道府県介護保険主管部（局） 

← 厚生労働省 老健局 老人保健課 

今回の内容 

①「要介護認定における「認定調査票記入の手引き」、

「主治医意見書記入の手引き」及び「特定疾病にかか

る診断基準」について」の一部改正について 

②「要介護認定等の実施について」の一部改正について 

計４枚（本紙を除く） 

連絡先  T E L  :  03-5253 -1111(内線 3944、3945) 

FA X  : 03-359５-4010 

 



老老発 0920 第１号 

平成 30 年９月 20 日 

 

 

各都道府県介護保険主管部（局）長 殿 

   

 

 

厚生労働省老健局老人保健課長 

                        （  公  印  省  略  ） 

 

 

「要介護認定における「認定調査票記入の手引き」、「主治医意見書記入の手引き」

及び「特定疾病にかかる診断基準」について」の一部改正について 

 

 

 要介護認定に係る認定調査等の実施については「要介護認定における「認定調査票

記入の手引き」、「主治医意見書記入の手引き」及び「特定疾病にかかる診断基準」に

ついて」（平成21年９月30日老老発0930第２号厚生労働省老健局老人保健課長通知）

に基づき実施しているところであるが、今般、別添の通り見直しを行い、平成 30 年

10 月１日より適用することとしたので通知する。 

 当該内容について御了知の上、貴管内市区町村にその周知徹底を図られたい。 

 

 



「要介護認定における「認定調査票記入の手引き」、「主治医意見書記入の手引き」及び「特定疾病にかかる診断基準」について」 

の一部改正についての新旧対照表 

（傍線部分は改正部分） 

 

改 正 前 改 正 後 

 

（別添２）主治医意見書記入の手引き 

（略） 

 

４．生活機能とサービスに関する意見 

（略） 

（５）医学的管理の必要性 

   医学的観点から、申請者が利用する必要があると考えられる医療系サービ

スについて、以下の各サービスの内容を参考に、該当するサービスの□にレ

印をつけてください。各サービスについては、予防給付で提供されるサービ

スも含みます。 

   訪問歯科診療及び訪問歯科衛生指導については、口腔内の状態（例えば、

歯の崩壊や喪失状態、歯の動揺や歯肉からの出血の有無、義歯の不適合等）

をもとに、口腔ケアの必要性に応じて該当する□にレ印をつけてください。 

   また、特に必要性が高いと判断されるサービスについては、項目に下線を

引いてください。 

   なお、本項目の記入は、ここに記入されているサービスについての指示書

に代わるものではありませんのでご注意ください。 

 

（略）  

看護職員の訪問

による相談・支

援 

医療機関及び訪問看護ステーションの看護職員が訪問し

て、療養上の様々な課題・悩みに対する相談・支援を行う

ものをいう。 

（略）  

 

（略） 

 

 

 

 

（別添２）主治医意見書記入の手引き 

（略） 

 

４．生活機能とサービスに関する意見 

（略） 

（５）医学的管理の必要性 

   医学的観点から、申請者が利用する必要があると考えられる医療系サービ

スについて、以下の各サービスの内容を参考に、該当するサービスの□にレ

印をつけてください。各サービスについては、予防給付で提供されるサービ

スも含みます。 

   訪問歯科診療及び訪問歯科衛生指導については、口腔内の状態（例えば、

歯の崩壊や喪失状態、歯の動揺や歯肉からの出血の有無、義歯の不適合等）

をもとに、口腔ケアの必要性に応じて該当する□にレ印をつけてください。 

   また、特に必要性が高いと判断されるサービスについては、項目に下線を

引いてください。 

   なお、本項目の記入は、ここに記入されているサービスについての指示書

に代わるものではありませんのでご注意ください。 

 

（略）  

（削除） （削除） 

（略）  

 

（略） 

 

 

別添 



老 発 0 9 2 5 第 ２ 号 

平成 30 年９月 25 日 

 

 

各都道府県知事 殿 

 

 

厚生労働省老健局長 

（公 印 省 略） 

 

 

「要介護認定等の実施について」の一部改正について 

 

 

 要介護認定等に係る申請等については、これまで本職通知「要介護認定等の実施に

ついて」（平成 21 年 9 月 30 日老発 0930 第 5 号厚生労働省老健局長通知）により取

り扱われていたところであるが、このたび別添の通り改正を行い、平成 30 年 10 月１

日より適用することとしたので通知する。 

 当該内容について御了知の上、貴管内市区町村にその周知徹底を図るとともに、要

介護認定等の実施について遺漏のなきように期せられたい。 



○ 要介護認定等の実施について（平成 21年９月 30日老発 0930 第５号）（抄）                        （変更点は下線部） 

現行 改正後 

（略） 

 

（別添３）主治医意見書 

（略） 

４．生活機能とサービスに関する意見 

（略） 

(5) 医学的管理の必要性（特に必要性の高いものには下線を引いて下さい。予防給付により提供されるサ

ービスを含みます。 

□訪問診療 □訪問看護 □看護職員の訪問による相談・支援 □訪問歯科診療 □訪問薬剤管理指導 

□訪問リハビリテーション □短期入所療養介護 □訪問歯科衛生指導 □訪問栄養食事指導 

□通所リハビリテーション □その他の医療系サービス（               ） 

（略） 

（略） 

 

（略） 

 

（別添３）主治医意見書 

（略） 

４．生活機能とサービスに関する意見 

（略） 

(5) 医学的管理の必要性（特に必要性の高いものには下線を引いて下さい。予防給付により提供されるサ

ービスを含みます。 

□訪問診療 □訪問看護 □訪問歯科診療 □訪問薬剤管理指導 □訪問リハビリテーション 

□短期入所療養介護 □訪問歯科衛生指導 □訪問栄養食事指導 □通所リハビリテーション 

□その他の医療系サービス（               ） 

（略） 

（略） 

 

  

（ 別 添 ） 


